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大規模災害時の
重要施設の安全確保と機能継続

大規模な自然災害の脅威

• 南海トラフ地震。広域で揺れと津波の大災害。多様な被害とその影響

• 気象災害の頻発、広域・激甚化。

施設、都市、社会の発展・変化と新たなリスク

• 施設・都市の機能の高度化、効率化、集約化 →非常対応の難しさ

• 多様な施設、設備、機能の複雑な相互連関、波及 →想定の難しさ

重要施設の安全確保と機能継続

• 建築基準法の耐震設計 →大地震の安全確保が主。損傷の可能性

• 重要施設の耐震計画 →機能継続・早期復旧。設備、インフラも重要

• 非常時の対応計画、BCP →状況に応じた想定。多様な状況を考慮

将来にむけた課題

• 維持管理、メンテナンス・更新の計画的な実施

• 平常時運用と非常対応の体制確保、支援システム等の整備

• 専門性と経験を有する担当者・技術者の確保と育成 2



南海トラフ地震の震度と津波（最大想定）

震度分布
（強震波形4ケースと
経験的手法の最大値）

津波高
（全割れ11ケースの最大包絡）

東海～近畿～四国～九州の広域で
大規模な災害

→大都市、産業地域、中山間地域、
半島・離島など多様な被害

→対応力の上限。広域連携は困難

東西で時間差発生の可能性

→南海トラフ地震臨時情報
（巨大地震警戒）

→状況を想定した対応方針と
準備が必要

3出典：内閣府・南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ・最大クラス地震における被害想定について、R7.3、図の引用、加筆・要約

https://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/taisaku_wg_02/pdf/saidai_01.pdf



被害の全体像
東海地方が大きく被災する
ケース①

H24被害想定との比較

・死者数
約32.3万 → 約29.8万

・全壊焼失棟数
約239万 → 約234万

・避難者数
約950万 → 約1,230万人

・停電軒数
約2,710万 → 約2,950万

・情報通信不通回線数
約930万 → 約1,310万

・資産等の被害
約170兆 → 約225兆

・経済活動への影響
約68兆 → 約67兆円

4
出典：内閣府・南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ・最大クラス地震における被害想定について、R7.3、表の引用、加筆・要約

https://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/taisaku_wg_02/pdf/saidai_01.pdf



南海トラフ地震被害想定

建物被害

全壊率曲線（木造）

全半壊率曲線（1981年以降のRC・SRC造）

被害率曲線
構造別・建築年次別で、計測震度と
被害率（全壊率）の関係を表示

阪神・淡路大震災の調査がベース。
東日本大震災などいくつかの地震
の知見を合わせて設定

被害想定の手法
メッシュ単位の構造別・建築年次別
の建物数×想定震度×被害率。

年代や地域による被害特性の差、
耐震改修・補強による被害軽減が
重要 →耐震化率

5出典：内閣府・南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ・（参考）被害想定手法の概要、R7.3、図の引用、要約・加筆
https://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/taisaku_wg_02/pdf/sanko_gaiyo.pdf

古い建物ほど被害が大きい

新耐震でも震度6強以上で被害
高い建物で被害が多い傾向



東日本大震災の岩手・宮城・福島の推計量を参考。

災害廃棄物
• 解体廃棄物

廃棄物＝被害棟数×解体率×解体廃棄物発生原単位

原単位：木造・非木造で設定

解体率：揺れ75%、津波・火災100%、半壊25%

• 片付けごみ等

廃棄物＝全壊・焼失棟数×片付けごみ等発生原単位

原単位：揺れ53.5トン/棟、津波82.5トン/棟

津波堆積物
発生量＝津波浸水面積×発生原単位（0.024トン/㎡）
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南海トラフ地震被害想定

災害廃棄物

出典：内閣府・南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ・（参考）被害想定手法の概要、R7.3、の該当部分を要約
https://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/taisaku_wg_02/pdf/sanko_gaiyo.pdf



7出典：内閣府・南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ・最大クラス地震における被害様相の横断的整理、R7.3
https://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/taisaku_wg_02/pdf/saidai_04.pdf

南海トラフ地震の被害様相：場面整理の一例



南海トラフ地震に関する状況と対策
防災対策の進捗

• 住宅・都市の耐震化、海岸堤防整備など（ハード）

• 住民の防災意識・準備・訓練、自治体の準備、企業BCP整備など（ソフト）

社会状況の変化と技術の進展

• 高齢化、感染症、都市の高密度化、生活スタイル変化、訪日外国人増加、担い手不足など

• 情報システム、通信、ライフライン、建設などの技術

自然災害の経験と教訓

• 熊本地震（2016）、能登半島地震（2024）の被災による災害関連死等の対策

• 南海トラフ地震臨時情報発表（2024）など、新たな災害情報とその対応を踏まえた対策

今後の主な対策

• 社会全体における防災意識の醸成

• 被害の絶対量低減のための強靭化、耐震化、早期復旧の推進

• 被災者の生活環境の整備

• 防災DX、応援体制の充実等による災害対応の効率化・高度化

• 時間差を置いて発生する地震への対応の強化

8出典：内閣府・南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ報告書概要、R7.3 より該当部分を要約・加筆
https://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/taisaku_wg_02/pdf/nankai_gaiyo.pdf



日本の主要な地震災害と耐震基準
• 関東地震（1923.9.1、M7.9） 関東大震災、火災、帝都復興は今の東京の基盤

– 市街地建築物法（1919）に耐震基準追加（1924） 水平震度0.1、東京帝大地震研究所

• 福井地震（1948.6.28、M7.1） 直下型地震、震度VII、火災、1か月後の集中豪雨
– 建築基準法施行（1950） 耐震基準、設計震度0.2、 災害救助法（1947）適用

• 新潟地震（1964.6.19、M7.5） 液状化、製油所の火災、激甚災害法、地震保険

• 十勝沖地震（1968.5.16、M7.9） RC造被害（せん断破壊）、八戸港地震記録
– 建築基準法施行令改正（1971） RC柱のせん断補強

– 建築基準法施行令改正（1981） 1970年代の検討⇒新耐震設計法、一次設計・二次設計

• 兵庫県南部地震（1995.1.17、M7.2） 阪神・淡路大震災 震災の帯、旧耐震建物被害

– 旧耐震倒壊多数→耐震改修促進法、ボランティア、被災市街地復興、被災者生活再建支援

– 建築基準法・施行令（2000） 性能規定、限界耐力計算法、木造の耐震基準

• 十勝沖地震（2003.9.26、M8.0） 長周期地震動、石油タンクスロッシング

• 新潟県中越地震（2004.10.23、M6.8） 震度７、山間部の被災・孤立、東京超高層

• 能登半島地震（2007.3.25、M6.9） 輪島・穴水・七尾などで震度6強、住宅被害

• 東北地方太平洋沖地震（2011.3.11、M9.0）東日本大震災、津波、首都圏の機能維持
– 広域大災害、原発・長期避難・計画停電、首都圏の超高層の揺れ、帰宅困難、液状化、天井落下

• 熊本地震（2016.4.14、4.16、M7.3） 震度7×2回、建物被害、行政建物の機能維持
– 活断層の地震、震度７が２日連続、建物への影響が大きい地震動

• 北海道胆振東部地震（2018.9.6、M6.7） 震度7、液状化、土砂崩れ、ブラックアウト
• 能登半島地震（2024.1.1、M7.6） 震度7、建物被害、火災、津波、液状化、土砂災害

– 2007、2023に続く被災。多くの被害。災害関連死。9月の豪雨（マルチハザード） 9

約100年間



阪神・淡路大震災（1995）

木造住宅の被害 RC造建物の被害

RC造庁舎の被害 建物倒壊による道路閉塞

10



東日本大震災（2011）

津波による市街地被害 学校建物の被害

津波避難ビル



熊本地震（2016）

低層建物の被害が
小さい例 庁舎建物の被害・機能継続の困難

住宅の被害
（新耐震以降でも全壊の被災） 12



耐震基準の変遷

• 地震被害の教訓、技術の向上、社会状況や要求により発展。経験的な面や不明点もある。

• 現状では新耐震設計法（1981～）が多い。安全確保が基本。機能維持の検討は不明確。

• 限界耐力計算法（2000～）、時刻歴応答解析など、新しい高度な耐震性能評価法も使用できる。

新耐震設計法（1981～）

• 一次設計：使用期間に１回以上可能性がある中地震に対して損傷を防ぐ（震度5強程度）。

• 二次設計：使用期間に発生する可能性のある大地震に対して安全を確保する（震度6強程度）。

→強さ＋粘り（変形能力）。変形・損傷によるエネルギー吸収を想定

→複数回の地震による損傷や安全性は考慮していない。倒壊までの余裕度は不明確。

• 地震力は、地盤の揺れではなく、建物の揺れで定義 →建物高さにより差

限界耐力計算法（2000～）

• 変形を直接計算→性能評価

• 地盤と建物の周期を考慮

時刻歴応答計算など高度な方法

• 超高層、免震など特殊な構造の場合

建築基準法の耐震基準

建物（の各部分）に働く力と変形の関係

許容応力度

力

変形
一次設計
損傷のない範囲での耐震性

二次設計
変形・損傷による
エネルギー吸収を考慮した
耐震性

倒壊
大地震

中地震

13



耐震性能（構造体）のレベル設定
震度７震度６強

（二次設計）
震度６弱震度５強

（一次設計）

ーグレード３グレード２グレード１
（一次設計レベル）

無被害
使用継続

グレード３グレード２グレード１
軽微な被害
機能維持

グレード２グレード１
（二次設計レベル）（基準法以下）

安全確保
継続使用不可

グレード１（基準法以下）（基準法以下）
大破・倒壊
修復不能

最重要建物

重要建物

通常建物

グレードによる耐震性能のイメージ（RC造建物）

力

変形

大地震

中地震

グレード３

グレード２

グレード１（基準法レベル）

・ 機能維持を考慮して耐震性能を
向上させる場合は、
変形（損傷）を抑える必要がある。

・ そのためには、耐力（強さ）と
初期剛性（硬さ）が必要になる。

・ さらに修復の容易さ（短時間で
修復など）が重要になる。

日本建築構造技術者協会を参考に作成
14



官庁施設の耐震性

15

出典：官庁施設の総合耐震計画基準

耐震安全性の目標分類部位

大地震動後、構造体の補修をすることなく建築物を使用できることを目標とし、

人命の安全確保に加えて十分な機能確保が図られている。

Ⅰ類

構造体 大地震動後、構造体の大きな補修をすることなく建築物を使用できることを目

標とし、人命の安全確保に加えて機能確保が図られている。

Ⅱ類

大地震動により構造体の部分的な損傷は生じるが、建築物全体の耐力の低

下は著しくないことを目標とし、人命の安全確保が図られている。

Ⅲ類

大地震動後、災害応急対策活動や被災者の受け入れの円滑な実施、又は危

険物の管理のうえで支障となる建築非構造部材の損傷、移動等が発生しない

ことを目標とし、人命の安全確保に加えて十分な機能確保が図られている。

A類
非構造部材

大地震動により建築非構造部材の損傷、移動等が発生する場合でも、人命の

安全確保と二次災害の防止が図られている。

B類

大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られていると共に、

大きな補修をすることなく、必要な設備機能を相当期間継続できる。

甲類
建築設備

大地震動後の人命の安全確保及び二次災害の防止が図られている。乙類

・ Ⅲ類が建築基準法のレベルに対応
・ 機能継続が必要な施設→ Ⅱ類、 防災業務・拠点建物→ Ⅰ類 とすることが多い。
・ 施設の用途や重要度に応じて上のレベルの耐震性を選択することが可能。



非構造部材・設備機器・地盤等の被害
非構造部材・設備機器・室内什器や付属設備等の被害

• 非構造部材（安全性を守る主構造以外の部分）や、設備機器の損傷は機能維持に影響大。

内外装、天井

• 外壁タイル、ガラス、パネル、間仕切壁、エクスパンションジョイントなど。構造の揺れと変形

• 天井板：揺れで天井版を吊る部材の破損、天井板同士や壁との衝突で破損・落下する。

• 特定天井：対策必須。広い部屋、高い吊り天井、重量が大きい場合（6m、200m2、2kg/m2超）

設備機器、プラント

• 吊り設備（天井エアコン、ダクト、配管・配線、スプリンクラーなど）：落下防止、揺れ止め

• 床置設備（空調室外機・配管、情報機器・サーバ等、一般什器など）：固定、機器免震など

• プラント：機能継続を前提とした総合的な対策が必須。

エレベータ

• 運転停止は地震時管制運転に依存。機器（ケーブル等）の損傷や停電の影響。

• 閉じ込めは、最大想定で、南海トラフ地震で最大22,000、首都直下地震で17,000

建物付属設備、地盤

• 廃棄物処理、発電所等の施設では、主となる建物以外の付属施設・設備等の被害が影響大

• 敷地内の地盤、アクセス道路やライフライン経路の地盤は、重要施設と同様の耐震対策が必要



免震建物
• 建物の固有周期を、地震動の周期より長く

– 地盤は揺れても建物は振動しにくくなる（振動理論）

– 建物固有周期 T = 2π √ m/k  m:質量、k:剛性

– さらに減衰定数を大きくして揺れにくくする。

– 重要施設の機能継続に有利、ただし万能ではない。

• 免震装置
– 積層ゴム：建物を支え、水平方向には柔らかく、固有周期を長くする。

– ダンパー：減衰力を発生し、揺れの振動エネルギーを吸収する。

– そのほかにも多様な装置がある。建物状況や想定地震により選択。

減災館

積層ゴム

オイルダンパー

直動転がり支承（CLB）

17



大災害時のライフラインの復旧→業務へ影響

・復旧に要する時間は一般に 電気→水道→ガスの順。 被災箇所・状況により変動する。

・能登半島地震では全体に時間を要した。地域条件や被災状況により復旧時間は長くなる。

・復旧作業は相互依存。また事業者間の広域応援が前提 →大規模広域災害の影響大。

・機能継続に必要な非常用発電機、給水タンク、熱源等の設置準備が必須。

１か月

１か月

余震→

停電：890万戸
断水：220万戸
ガス停止：46万戸

停電：260万戸
断水：126万戸
ガス停止：86万戸

震度6弱以上の
地域の人口

東日本大震災
→約630万人

阪神・淡路大震災
→約360万人

南海トラフ想定
→約2,000万人以上

18



大規模災害時の
重要施設の安全確保と機能継続

大規模な自然災害の脅威

• 南海トラフ地震。広域で揺れと津波の大災害。多様な被害とその影響

• 気象災害の頻発、広域・激甚化。

施設、都市、社会の発展・変化と新たなリスク

• 施設・都市の機能の高度化、効率化、集約化 →非常対応の難しさ

• 多様な施設、設備、機能の複雑な相互連関、波及 →想定の難しさ

重要施設の安全確保と機能継続

• 建築基準法の耐震設計 →大地震の安全確保が主。損傷の可能性

• 重要施設の耐震計画 →機能継続・早期復旧。設備、インフラも重要

• 非常時の対応計画、BCP →状況に応じた想定。多様な状況を考慮

将来にむけた課題

• 維持管理、メンテナンス・更新の計画的な実施

• 平常時運用と非常対応の体制確保、支援システム等の整備

• 専門性と経験を有する担当者・技術者の確保と育成 19


